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研究成果の概要（和文）：新学習指導要領により，外国語活動が小学校3，4年生で週1単位時間，また，教科型
の小学校英語が5，6年生で週2単位時間実施されることとなった。本研究では，小学校英語を推進するために，
小学校1年生から中学校3年生までの9年間の系統立った一貫英語教育のカリキュラムの研究・開発を行った。
特に，カリキュラムの開発においては，教育内容としての学習教材の開発を重点的に行った。開発した教材は，
児童生徒の発達段階や学習段階に最適化されたマルチメディア教材で，ICT環境のクラウドをはじめとしたイン
ターネット上で公開することができるよう，デジタル化するとともに，現在Web上で公開している。

研究成果の概要（英文）：In this research project, an integrated English education curriculum from 
elementary to junior high schools has been developed. The new National Course of Study which will be
 implemented in the academic year of 2020, foreign language activities and English education will be
 unanimously introduced nationwide. To promote and maximize the newly reformed education policy for 
English studies, the researcher developed a nine-year consistent curriculum.
A sufficient number of teaching/learning materials optimized to the learners concerning their stages
 of development and learning has been developed and digitized, and then a website is set up on the 
Internet for public access.

研究分野：外国語教育
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
文部科学省では、2008年に学校教育法施行
規則の一部改正と小学校学習指導要領の改
訂を行った。これに伴い、2009 年度から移
行措置として改訂学習指導要領の一部が先
行実施され、2011 年 4 月から小学校「外国
語活動」が完全実施となった。本研究開始年
次の 2014 年度は、小学校での外国語活動が
全面実施され 4 年目を迎えたところであり、
教育行政サイドからも、学校教育現場からも、
小学校外国語活動の教育効果や課題につい
て実証的な検証が求められるとともに、小学
校での英語教育を推進するためのカリキュ
ラム開発や外国語活動担当教員の育成が喫
緊の課題であった。 
 
２．研究の目的 
2011年度から実施されている小学校「外国
語活動」の実効性を高め、日本の英語教育の
改善とボトムアップを図るために、小中一貫
英語教育のカリキュラム開発と小中一貫英
語教育を推進するための、学習評価育成シス
テムと連動させたクラウドベースのデジタ
ル学習教材の研究開発を行う。 
そのために、これまで研究者が継続的に実
施している日本やアジアの諸国・諸地域にお
ける初等・中等学校の英語教育で使用されて
いるデジタル学習教材や標準化されたテス
ト等の学習評価を対象とした実態調査に基
づき、日本の教育環境に最適化された日本型
早期英語教育・小中一貫英語教育を推進する
ための、ハードウェアの環境に依存しないク
ラウド型の学習コンテンツと児童生徒の英
語学習成果を評価するためのシステムを構
築する。 
本研究では、日本で実施されている小学校
「外国語活動」の教育効果と課題を実証的に
検証し、小学校「外国語活動」の実効性を高
め、第二言語習得の基盤を形成するための小
中一貫英語教育に関わるデジタル教材の開
発と、それを支え推進するための、評価育成
システムを研究開発する。 
そこで、本研究においては、国内を中心に、
韓国、中国、台湾におけるアジア諸国・諸地
域の初等・中等学校英語教育に関わる学習教
材と評価方法を対象に、以下の 3点を重点的
な研究課題として設定し、日本型早期英語教
育と小中一貫英語教育の学習教材と評価方
法に関わる研究開発を行う。 
① 外国語活動、および、英語学習実態調
査を実施し、外国語活動の教育効果を実証的
に検証することで、外国語活動に関わる現行
の学習教材の有用性や課題を明らかにする。 
② 日本及びアジア諸国で活用されている
英語学習教材を調査研究する中で、日本の学
習環境に最適化され、使用するハードウェア
に依存しない、クラウド型のデジタル学習教
材を開発・運用し、その教育的効果を検証す
る。 
③ 小学校の外国語活動を推進し中学校英

語教育との効果的な連結を図る等、第二言語
習得の基盤作りを行うために最適化された
外国語活動の評価育成システムを開発・検証
する。 
特に、本研究では、外国語習得が困難な環
境（acquisition-poor circumstances）と言わ
れる日本の英語学習環境において、外国語や
異文化に触れる絶対的な時間や機会を確保
するために、学校の授業のみならず、家庭学
習においても有効活用することができる、イ
ンターアクティブなクラウド型英語学習教
材を開発する。 
また、開発した学習教材により育成される
コミュニケーション能力の素地や言語運用
能力や言語スキル（リスニング、スピーイン
グ、リーディング、ライティング）等を評価
し育成するための評価育成システムの枠組
みとなる Can-doリストを開発する。 
 
３．研究の方法 
本研究では、これまで研究者が継続的に実
施している児童・生徒、および、外国語活動、
英語担当教員を対象とした①質問紙による
実態調査と、国内外の初等・中等学校の②英
語教育に関する実地調査から実証的データ
を収集し、③因子分析、共分散構造分析をは
じめとした多変量解析による実態分析に基
づき日本型早期英語教育の成果と課題を明
確に示した。 
さらに、分析結果に基づき、④小中一貫英
語教育のカリキュラムとそれを推進するた
めのクラウド型デジタル英語学習教材及び
評価育成システムを開発した。⑤開発した教
材は、各教育委員会等に提供し、試行実施の
上、その有用性を検証した。また、⑥研究者
が実施する小中一貫英語教育指導者養成研
修講座でも試行実施し、開発した教材や
Can-do リストによる評価育成システムの有
用性と妥当性を検証した。 
 
４．研究成果 
(1) 2014 年度の研究成果 
① 小学校英語教育の実施状況に関わる基
礎データベースの構築 
研究初年次である 2014 年度は、2005 年度か
ら継続的に実施している日本における小学
校外国語活動に関わる英語学習実態調査と、
中国及び韓国における小学校英語教育の実
施状況調査の結果を、多変量解析することが
できるよう整理統合し、以降の研究で、小学
校外国語活動の教育効果や課題を実証的に
検証するための基礎となるデータベースを
構築した。 
② 小学校 5、6 年生の外国語活動に関する
学習実態調査の結果 
データ分析の結果、小学校外国語活動の中
核となるコミュニケーション能力という構
成概念を位置づけた妥当性の高い学習モデ
ルを構築することができた（図 1）。このモデ
ルから、学習指導要領が目標として設定し、
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中高等学校の英語教育を底辺で支えるコミ
ュニケーション能力の素地が形成されてい
ることが判明した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1：小学校 6年生の学習モデル 

 
③ 小学校外国語活動の経験が中等教育段
階の英語教育に及ぼす影響について 
分析の結果、中長期的な教育効果について
有意な交互作用は認められず、英語学習成績
について有意差は確認できなかった（図 2）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2：小学校外国語活動経験・未経験者の学

習者要因プロファイル 
 

 なお、経験者群においては、音声能力有能
因子が英語学習の成果に有意な影響を及ぼ
していることが確認できた。このことから、
小学校英語の学習経験が、中・高等学校の英
語教育に引き継がれ、発展的な学習へと結び
つく系統的・継続的なカリキュラムの開発が
必要であることが明らかとなった。 
 
④ 日本・中国・韓国の早期英語教育に関わ
る国際比較研究 
小学校英語教育の基礎データベースを用い
た多変量解析の成果の一部は、「日本・中国・
韓国の早期英語教育に関わる国際比較研究
―日本型小学校英語教育の創設へ向けての
提言―：A Cross-national-research on Early 
English Education in Japan、 China、 and 
the Republic of Korea」というテーマで論
文としてとりまとめ、関西外国語大学「研究
論集」第 100 号で採択され、公表した。 
 日本・中国・韓国における小学校英語教育
の実施状況を比較分析した結果、日本におい
ては、学習者の態度・情意要因が、英語運用

能力に関わる要因よりも、児童の英語学習を
コントロールする強い因子として機能して
いることが明らかとなった。一方、中国と韓
国においては、英語運用能力に対する自己有
能感を意味する英語有能因子が、児童の英語
学習に関わる情意・態度要因に対し、より支
配的になっていることが判明した。さらに、
国別の母集団同時分析の結果から、日本のみ
が、認知・学習と文字（アルファベット）の
認識に関する言語スキルの得点が、中国・韓
国と比較して有意に低くなっていることが
明らかとなった。 
 特に日本の小学校 5年生は、全ての調査項
目において平均値が有意に低くなっている
ことが確認できた（図 3）。 

 
 
 
 
 
 
 

図 3：国別のペアー毎の比較結果：各ノード
の数値は国別の平均値 

 
そこで、日中韓の小学校英語教育の実態を
比較検証するために、「英語の授業が実施さ
れる教室以外では、目標言語である英語使用
の機会が極めて限定的であるという、外国語
習得が困難な EFL 環境（acquisition-poor 
circumstances）の中で、英語学習に影響を
及ぼす共通因子が形成されている」という仮
説を設け、それを実証的に検証した。 
はじめに、日本・中国・韓国の 3 か国にお
ける共通因子解の存在を確認するために、調
査対象者全てを組み合わせた因子分析を行
った。次に、日本・中国・韓国という 3つの
異なる母集団において、小学校英語教育に関
わる共通のモデルや共通の潜在因子が存在
するという仮説を、多母集団の同時分析によ
り検証した。その結果、「英語有能因子」と
「英語コミュニケーション志向因子」を抽出
することができた。この 2因子モデルに基づ
き、日中韓の異質性を検証した。その結果、
それぞれの国の教育事情や社会事情を反映
した学習因子モデルを構築した（図 4）。日本
においては、小学校 5年生の英語運用能力や
スキルに関わる因子の支配力は、中国・韓国
と比較すると弱くなっていることが判明し
た。このことから、日本では個人の英語運用
能力よりも、英語の授業や英語でのコミュニ
ケーション活動に対する情意面や態度面が
より強く意識されていることが明らかとな
った。一方、中国・韓国では、英語運用能力
や英語理解力についての要因が支配的とな
っていることが判明した。 
次に、リスニング能力と単語の認識・理解
力、及び、アルファベットの認識・筆記力に
ついて、日中韓で比較分析を行った。その結
果、日本の小学生の語力診断テスト項目では、 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4：日中韓の 2因子共通モデル 

 
リスニング得点を除き、全ての項目が 60％か
ら 70％程度と中韓と比較して 20 ポイント程
度低くなっていた。なお、リスニングの到達
度は 80％を超えており、遜色のない結果であ
った。一方、アルファベットや英単語の認識
力に関わる項目の到達道は 60％台と低く、中
国とは 30 ポイント以上、韓国とは 20 ポイン
ト以上の大きな差が確認された。以上の結果
から、小学校英語教育の先行国である中韓は、
アルファベットの文字認識や文字学習の到
達度が 90％以上と極めて高く、これが単語理
解・認識の高い達成率につながっていること
が判明した。このことから、日本型早期英語
教育を推進する上で、アルファベットの認知
学習をカリキュラムの中に配列することの
重要性が明確になった。 
 
(2) 2015 年度の研究成果 
教材開発と教員養成をテーマに、外国語活
動を担当している教員を対象に調査を実施
し、教材開発の方向性と教職課程のカリキュ
ラム内容を決定するために必要なデータを
得た。 
 その結果、担当教員は、小学校 3年生から
の活動型授業への早期化という国の方針と
は異なり、1 年生からの早期英語教育の実現
を期待していることや、第二外国語習得の習
慣形成理論に基づく「慣れ親しませる」活動
だけではなくアルファベットなどの文字認
識をはじめとする認知学習についても積極
的に捉えていることが判明した。また、カリ
キュラム内容については、英語運用能力の育
成と、指導理論・技術の育成を 6:4 の比率で
デザインすることが効果的であることが判
明した。この研究成果は論文として取りまと
め、関西外国語大学「研究論集」第 104 号で
採択された。 
 また、本年度の研究調査の分析結果を反映
し、アルファベット（文字）の導入（音声と
グラフィカルな形の認識）、音声の再生、形
の再現、筆順、単語（sight word） の認識、
音、単語・表現、意味、状況の判断と認識を
促進するためのデジタル教材を開発し、大阪

府内の教育委員会が実施する教員研修等で
試用するとともに、オーストラリアの教育機
関においても開発したデジタル教材につい
て検証を行い、一定の評価を得ることができ
た。 
小学校外国語活動担当教員に対する意識調
査結果は以下の通りである。 
① 外国語活動（小学校英語）の開始時期に
ついて、1 年生からの開始を期待する回答が
64.8%と最も高く、次点の 3年生 15.6%を大き
く引き離す結果が示された。これは、次期学
習指導要領が示す小学校3年生からの早期化、
5 年生からの教科化よりも一歩先の状態を見
通している、或いは、国が示す教育施策のガ
イドラインと、現職担当教員の信念や意識と
の間に乖離が生じている可能性があること
が示唆されているものと判断することがで
きる（表 1）。 
 
表 1：外国語活動（英語）の開始時期 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
また、外国語活動担当教員の判断は、専門
職としての教員の知見や経験をベースに、児
童生徒の学習者要因を考慮した高度な専門
的判断がなされていることが判明した。 
 
② 外国語活動（小学校英語）に対する不安
要因を問う質問紙への回答から、小学校にお
ける外国語活動の教育効果については、
59.0%が肯定的に評価していることが判明し
た。一方、小中学校の連携に対する不安は、
69.9%と高くなっていることが確認できた。
この逆転現象は、担当教員が抱えている「授
業不安」と密接に関連しているものであるこ
とが確認できた。すなわち、児童が積極的に
活動している現状を肯定的に捉えながらも、
中学校英語の実態を十分に掌握できていな
いことや、教員の英語そのものに対する知
識・理解や 4技能をはじめとした英語運用能
力に対する自信の欠如等が影響を及ぼして
いることが判明した（表 2、図 1）。このこと
から、小中の有機的な連携を促進することが
できる小中一貫カリキュラムや、小中教員の
交流研修プログラムを開発することの重要
性が窺えた。 
 
③ 小学校外国語活動担当教員が抱える授
業不安を解明するために、授業不安を作り出
す要因を特定し、モデルを構築した。その結
果、「授業構成不安因子」と「英語指導不安
因子」をはじめとする解釈可能な不安要因を
特定し、モデル内に配置することができた。 

学年 人数

6年生 4 (3.3) 高学年
5年生 8 (6.6) (9.9)
4年生 7 (5.7) 中学年
3年生 19 (15.6) (21.3)
2年生 5 (4.1) 低学年
1年生 79 (64.8) (68.9)
有効回答数 122

（構成比%）

(100.0)



表２：不安項目 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5：不安項目（内円：小中連携、外円：教

育効果） 
 

このモデルから、担当教員の英語有能感を
高める手段を講じることにより、授業有能感
を有意に高め、指導内容不安と授業構成不安
の2つの要因を有意に低くすることが明らか
となった。この結果、授業有能感を位置づけ
たモデルは、実際の授業不安を説明しうる妥
当なものであり、また、カリキュラム開発に
おける2本の柱として指導内容と授業構成を
配列すること、および、その比率（4 対 6）
を決定するための合理的な数値基準を得る
ことができた。 
 
 
②  
を対象とした質問紙調査では教員が抱える
困難点や英語運用能力や指導方・教授法に関
わる課題を明らかにし、教材開発や評価育成
システム開発のための基礎データを得る。 
 
 
 
 
図 6：授業有能感モデルの検証結果 

 
④ 教職課程及び教員研修のカリキュラム
開発について 
授業構成不安や授業指導内容不安、及び、
英語不安に対処するために、学習語彙や表現
と身につけるべきスキル・能力を明示し、そ
れらとリンクした外国語教授法の理論と実
践に関わる科目履修と、教えるための英語力
や教材研究能力の育成に特化した英語運用
能力育成科目群を設置することの必要性が
明らかとなった。そのために、カリキュラム
内に、小学校英語強育の授業構成に関わる
「カリキュラム構成論及び演習」、「教材研究
開発論及び演習」、「授業構成論・教育方法論
及び演習」を、また、授業内容については、
英語運用能力の育成に関わる「早期英語教育

リスニング・スピーキング・リーディング・
ライティング指導方法論及び実践演習」を位
置づけることが必要であることが判明した。 
 
(3) 2016 年度の研究成果 
小中一貫英語教育を推進するためのカリキ
ュラムのフレームワークを開発した。その結
果、児童生徒の発達段階や学習段階と、開発
した教材及びその教材を用いた学習活動内
容を三次元上の空間にプロットすることが
できるキュービック・フレームワーク（cubic 
framework）を構築した。このフレームワー
クでは、児童生徒の年齢を x軸に、学習や思
考の深まりを y軸に、児童生徒と教材及び教
材を用いた学習活動内容との距離（具体から
抽象へ）を z軸に割り振り、開発した教材や
使用する教授法等を三次元上の空間に位置
づけるものである（図 7）。これにより、教材
や学習内容、教授方法等を明確にカリキュラ
ム内に配列することができ、児童生徒と学習
内容や教材及び教授法とのミスマッチを予
見したり、防いだりすることができるように
なった。 
さらに、学習活動や学習内容については、
言語学習の基本4技能（聞くこと、話すこと、
読むこと、書くこと）の関連性を明示するた
めのトークン（token）を併せて開発し、教
室内で展開される活動内容と使用する題材
との関連性をより明確に意識化・可視化させ
ることが可能となった。 
これらの成果は、論文としてとりまとめ、
関西外国語大学「研究論集」第 105 号に投稿
し、採用された。また、本研究を遂行するた
めの研究協力機関である6つの市教育委員会
が主催する外国語（英語）活動指導者養成研
修や授業研究会等において講師としてその
成果の普及を図ると共に、指導者の授業実践
力の育成・向上を図った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7：キュービック・フレームとトークン 
 
(4) 2017 年度の研究成果 
継続延長による 2017 年度においては、大阪
市教育委員会をはじめとする大阪府内の市
町村教育委員会が主催する小学校英語・外国
語活動、及び、小中一貫英語教育の推進に関
わる各種教員研修や校内研修等の機会を通
じて、本研究により開発した小中一貫英語教
育のカリキュラム（教育目標、教育内容、教
育評価方法を含む教育方法、ICT を含む教育
環境）をそれぞれの市町村教育委員会の実情
に応じたものにカスタマイズすることがで
きるようワークショップ形式での研修プロ

人数 （構成比%） 人数 （構成比%）

5．そう思う 7 (5.4) 34 (27.0)
4．少しそう思う 23 (17.8) 54 (42.9)
3．どちらでもない 23 (17.8) 18 (14.3)
2．あまりそう思わない 46 (35.7) 16 (12.7)
1．そう思わない 30 (23.3) 4 (3.2)
有効回答数 129 (100.0) 126 (100.0)

質問項目
教育効果が疑問 小中連携不安



グラムを提案・実施した。 
特に、本研究により開発したマルチメディ
ア学習教材、音声教材、テキスト教材や資料
集等は、全て電子化し、Web 上で公開するこ
とができるよう工夫した。（参照アドレス：
http://www.ablish.info/ebox） 
現在も、各教育現場からの要望を受け、随
時、教材のアップデートや開発、カスタマイ
ズを継続的に実施している。 
また、大阪市教育委員会においては、小学
校 1年生から中学校 3年生までの義務教育期
間9年間の一貫英語教育カリキュラムとして、
小学校版 Can-do リストと中学校版 Can-do リ
ストを開発した。開発した Can-do リストは、
文部科学省が提供している小学校中学年を
対象とした外国語活動の教材集「Let’s Try!」
と小学校高学年生を対象とした英語の教科
書「We Can!」及び各指導書との整合性や系
統性を担保することができるものとし、中学
校英語へのスムーズなブリッジとすること
ができるものとした。 
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